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今後どのような発展場面を描いていけるので
あろうか。ここ数年、縫製業の訪問を積み重
ねているが２）、その役割と存在の重要性を感
じながらも、明るい将来を展望できずにいる。
時には、企画提案とか、企画製品づくりに踏
み出す縫製業に出会うこともあるが、大半の
縫製業は縫製加工のみを担い続けているのが
実態であり、圧倒的な海外生産品の輸入を背
景に、厳しい経営環境の中に閉じ込められて
いるようにもみえる。
　本稿では、そうした繊維・アパレル産業を
めぐる国内外を通じての生産・流通構造の変
化に直面し国内生産を縮小し続けている縫製
業の今後の発展を展望する際の基礎ともいえ
る縫製業の国内立地がどのように形成され発
展してきたかを、従業者数のピークであるバ
ブル経済崩壊前後までの歩みに焦点を当てな
がら明らかにしていくことにする。この場合、
繊維統計（生産動態統計調査）と工業統計の
異なる二つの都道府県別の従業者数の推移を
定量的にみていくが、紙幅の関係からこれら
の変化を概観するにとどまることを断ってお
きたい。また、国内市場における縫製業の生
　わが国の衣料品市場において、国内生産品
の占める割合が数量ベースで１割を割り込ん
でいる。一方、繊維・アパレル業界では、日
本繊維輸入組合が試算している97％を超えた
という輸入浸透率１）が広く使われている。ま
た、衣料品の企画デザインを手掛け、日本の
アパレル産業をリードしてきたアパレル企業
の業績悪化を前に将来を悲観する声が蔓延し
ている。
　私は、かつてアパレル企業をアパレルメー
カーと呼んでいた。それは、企画デザインだ
けでなく、有力企業の中には自社工場を抱え
るとか、あるいは外注、下請けとしての縫製
工場（縫製業）を組織、管理するというよう
な関係が強く見られたことによる。それが今
日では、アパレル企業の多くが、自社による
企画デザインだけでなく、商社等が提案する
企画デザイン物を選択採用する割合を増やし
続けている。こうした変化もあり、アパレル
企業が産業分類で「卸売業」に分類されてい
ることに何の違和感も持たなくなっている。
　いったい、こうした時代状況の中で、国内
において衣料品生産を手がけている縫製業は、
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景に急角度で発展拡大してきた。そして、そ
の拡大は大都市圏、あるいは特定の衣料品産
地に限定されるのではなく、全国的な広がり
をみせてきたのである。ここでは、そうした
戦後の拡大発展の起点ともいうべき、50年代
の国内立地の状況を、53年の『繊維統計（生
産動態統計調査）』の都道府県別の従業者数３）
で確認しておくことにする。
産役割を定量的に把握するために、繊維統計
と工業統計の従業者数を比較しての捕捉率を
用い「国内生産品比率（逆数は、輸入品比率）」
を推計しておくことにする。
１．戦後の衣料品製造業の発展と戦前の
制服生産と肌着生産との繋がり
　わが国のアパレル産業は、60年代に入って
からの既製服化、ファッション化の進展を背
表－１　織物製衣服製造業の都道府県別従業者数の推移
繊維統計・織物製・縫製品 工業統計・経済センサス・衣服製造業
1953 1960 1970 1980
1980
1985 1993 2000
2015
実数 平均 実数 平均
北海道 762 550 1,072 1,887 4,191 22.2 4,288 8,009 4,241 1,604 17.1
青　森 62 4 164 1,963 2,672 58.1 6,566 13,359 6,998 3,667 38.6
岩　手 209 141 130 2,833 6,038 36.6 8,581 11,785 7,543 3,134 25.3
宮　城 150 100 2,534 4,299 6,686 36.9 7,835 10,044 5,064 1,747 21.3
秋　田 74 17 1,422 7,870 11,478 30.6 15,646 20,551 10,711 5,508 22.0
山　形 119 47 80 2,199 6,773 35.8 9,270 12,287 6,726 3,986 31.4
福　島 289 385 2,179 7,866 17,943 32.8 21,355 21,867 11,919 4,447 16.1
茨　城 522 434 2,883 4,385 12,091 14.8 12,266 9,987 5,573 1,186 6.0
栃　木 609 470 2,878 5,402 12,879 10.1 11,854 9,666 5,091 1,447 5.9
群　馬 921 1,687 2,843 2,609 8,351 9.5 7,429 6,551 3,386 1,032 6.3
埼　玉 8,418 5,744 6,640 5,996 17,285 9.1 15,756 14,488 7,745 2,983 5.9
千　葉 610 681 2,252 2,757 7,562 14.1 7,317 6,739 3,901 1,330 8.3
東　京 8,945 21,217 5,157 4,880 23,872 6.5 19,018 13,118 8,049 2,821 4.2
神奈川 887 917 1,022 974 3,822 7.4 3,732 3,143 1,682 695 8.5
新　潟 1,261 682 2,050 2,265 14,192 23.3 15,537 16,379 8,342 2,599 14.2
富　山 227 302 474 641 3,750 22.2 4,403 4,642 2,080 742 20.1
石　川 1,672 2,340 1,987 3,056 6,543 22.7 6,500 7,398 2,716 1,121 18.4
福　井 331 539 1,654 2,042 4,546 21.5 4,490 4,005 1,967 852 15.2
山　梨 553 353 533 1,089 2,607 11.9 2,093 1,756 914 386 7.6
長　野 1,500 1,959 2,450 2,890 5,160 23.6 4,675 4,307 1,806 741 13.5
岐　阜 863 1,055 4,012 5,073 25,950 6.7 25,706 24,764 12,564 4,149 5.0
静　岡 1,635 1,450 2,701 1,588 3,534 20.7 3,316 2,699 1,008 479 9.8
愛　知 3,850 5,299 6,295 4,717 15,703 8.0 16,045 13,811 5,685 2,088 5.7
三　重 291 130 939 1,749 5,561 14.5 5,967 4,225 1,489 611 9.4
滋　賀 435 989 1,861 1,189 3,506 12.5 3,688 3,030 1,127 489 11.1
京　都 2,139 2,754 4,842 2,495 5,626 12.6 5,166 3,977 1,790 783 8.2
大　阪 13,157 12,568 12,724 7,376 24,475 6.9 25,876 22,186 11,068 3,404 5.4
兵　庫 3,071 2,504 3,189 3,174 9,894 13.4 8,808 8,094 2,674 1,694 9.6
奈　良 627 325 695 269 2,456 8.2 2,582 2,025 1,081 468 6.0
和歌山 621 570 1,737 1,603 5,620 12.5 4,818 3,062 1,119 437 6.7
鳥　取 71 19 4,612 4,779 7,280 34.3 8,621 7,926 4,561 1,832 38.2
島　根 141 66 1,668 4,710 7,389 30.7 9,186 8,762 2,937 873 15.9
岡　山 6,740 13,033 19,197 16,346 30,023 15.3 29,964 25,588 13,382 6,979 15.3
広　島 1,399 2,256 9,433 5,477 17,483 12.6 19,249 18,063 8,783 4,008 8.3
山　口 142 189 1,869 3,097 4,815 35.4 5,634 6,150 3,246 1,069 29.7
徳　島 1,303 1,038 3,835 2,794 9,399 24.2 9,096 7,288 2,707 858 11.9
香　川 1,156 1,283 4,692 3,648 9,361 21.0 8,631 6,729 2,963 665 10.2
愛　媛 887 1,801 2,950 4,582 12,749 20.9 14,070 11,579 4,081 1,215 10.7
高　知 89 - 726 2,744 3,977 25.0 5,029 4,689 1,522 371 15.5
福　岡 944 369 1,916 2,550 8,038 28.5 9,244 10,950 5,213 1,816 14.9
佐　賀 46 90 1,145 2,424 4,461 47.5 5,819 7,044 3,196 1,879 34.8
長　崎 112 - 976 3,494 6,964 61.1 8,541 12,026 6,143 2,719 32.0
熊　本 243 261 354 2,697 6,061 37.2 8,856 10,233 3,926 1,381 18.9
大　分 6 21 - 1,815 2,862 36.2 3,481 5,093 2,577 524 17.5
宮　崎 96 81 120 2,004 4,592 58.8 6,448 8,323 4,262 2,140 35.7
鹿児島 114 21 131 2,376 3,792 55.0 4,044 6,221 3,037 1,612 23.7
沖　縄 外 外 外 307 602 16.7 635 576 319 242 14.2
合　計 68,299 86,741 133,023 163,080 423,003 13.4 448,671 447,025 222,970 86,377 7.8
標本推計 3,990 - - -
公表合計 72,289 86,741 133,023 163,080 
調査対象（標
本・裾切り）
標本調査 10
台以下 1/10
10 台以下裾
切り 29 人以下裾切り 左同 全数調査 全数調査 1 － 3 人は推計 1 － 3 人は推計 全数調査
工業統計 92,030 160,665 315,701 423,003 
捕捉率 74.2 54.0 42.1 38.6
注：工業統計で秘匿を含む場合は、斜字で表示。網掛けは、表示年の中での最大値を示している。捕捉率は、繊維統計の都
道府県合計（標本推計を除く）と工業統計の比較である。
資料：『繊維統計（生産動態統計調査）』各年版、『工業統計表・産業編』各年版、『経済センサス』2015 年版、より作成。
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東アジア向けの肌着であったことが知られて
いる。1978（明治11）年には、「綿メリヤス製
肌着」が1,474ダース輸出され７）、1910（明治
43年）には422万ダース８）というように飛躍
的に拡大している。さらに、1916（大正５）
年には、1,130万ダースに達している。そして、
昭和戦前へと引き継がれていくが、戦時下に
突入する中で衣料品輸出は急減する。
　ところで、これらメリヤス肌着の輸出につ
いて、大阪でメリヤス肌着等を製造し、輸出
していた現・安泰ニット、現・吉田元工業の
社史９）などによると、明治から第一次世大戦
までは、神戸のイギリス系、インド系、アラ
ブ系、中国系の外国商館を通じて、インド、
香港、シンガポール方面へと輸出されていた。
また、1937（昭和12）年頃における大阪のメ
リヤス生産額は国内の30.8％を占めていたが、
そのほとんどが輸出品で日本の輸出の約70％
に及んでいたようである10）。
　こうした大阪を中心とするメリヤス業にお
ける輸出型の肌着生産という特徴は、戦後も
引き継がれ、東京メリヤス業が国内向け肌着
生産から中衣・外衣生産へと早くから転じて
いったのとは対照的に、肌着等の下着生産が
現在なお少なくないということに繋がってい
るといえよう。
（１）作業服・学校服等のユニフォーム産地
の形成・発展と戦前との繋がり
　いうまでもなく、わが国の衣料品生産の一
つの端緒は、明治以降の軍服生産であり、洋
装に対する縫製加工技術の普及によって地域
的な広がりをみせていったと考えられる。た
とえば、作業服、学校服などの制服等（以下
では、ユニフォームと呼ぶ）の生産産地とし
て、戦後発展する大阪、埼玉（羽生、行田な
どの北埼玉）４）、広島、岡山（現、倉敷市児島）
などは、それぞれ陸軍被服廠の大阪支廠、行
田出張所、広島支廠、倉敷出張所における軍
部の生産・調達が、縫製加工技術を地域化さ
せていった例の一つといえよう５）。
　この点、縫製品（主に織物製）の従業者数
を表している表－１において、1953年の従業
者数が５千人を超えているのは、大阪13,157
人、東京8,945人、埼玉8,418人、岡山6,740人
であり、先にあげたユニフォーム産地と重
なっているところが少なくない。また、広島
についても、1,399人を数えるなど、戦前と
の繋がりが認められる。なお、大阪、東京に
ついては、こうしたユニフォームだけでなく、
複合的な衣料品生産拠点であり、特定の影響
のみで単純に語ることはできない。
　いずれにしても、これらのユニフォーム
メーカーは、戦後の製品展開において自社で
企画デザインし、縫製工場も備えるなどの特
徴を備えるケースが少なくなかった。
（２）メリヤス（ニット）業の集積と戦前の
肌着生産との繋がり
　わが国におけるメリヤス（ニット）６）の生
産は、明治期に東京、大阪を中心に始まるが、
その製品の多くは、肌着であった。また、戦
前における衣料品の輸出については、大半が
図－１　戦前における衣料品輸出量の推移
綿メリヤス
製肌着
その他
肌着
洋服用
シャツ
注：単位は、万ダース。
資料：輸縫連『輸縫連二十年史』1976年38-41頁（データ
の出典は、東洋経済新報社『日本貿易清覧』）
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いく和歌山が2,369人と続いている。
　なお、メリヤス業の従業者数については、
生地と衣料品を分離していないことから、後
の製品別での立地特性でいくらか補足してい
くことにする。
　表－２のメリヤス業の従業者数の推移を眺
めてみよう。1953年の都道府県別の従業者数
を多い順に並べると、大阪5,391人、東京4,619
人、愛知3,968人、そして今なおファッショ
ン性に富んだ下着生産に特徴的な神戸を中心
とする兵庫が3,327人、生地産地に特化して
表－２　メリヤス（ニット）生地・衣服製造業の都道府県別従業者数の推移
繊維統計・メリヤス生地・衣服 工業統計・経済センサス・ニット生地・衣服製造業
1953 1960 1970 1980
1980
1985 1993 2000
2015
実数 平均 実数 平均
北海道 112 168 - x x - 70 450 267 114 16.2
青　森 6 - 999 2,155 553 34.6 838 1,580 957 569 15.4
岩　手 61 - 966 2,201 2,197 31.8 2,809 2,378 1,453 436 17.4
宮　城 19 - 1,026 1,507 1,732 30.4 2,522 1,813 1,232 515 17.2
秋　田 130 67 875 2,893 2,923 41.2 3,613 4,440 3,522 1,729 17.3
山　形 214 557 3,575 5,156 7,610 14.9 8,557 7,624 4,382 1,473 12.7
福　島 301 976 2,251 2,532 7,025 10.2 7,611 6,264 3,667 1,662 11.0
茨　城 138 150 323 437 1,298 9.0 1,434 1,135 699 144 4.5
栃　木 1,115 2,530 1,548 2,112 4,447 6.8 4,266 3,916 2,685 871 4.2
群　馬 633 1,767 6,458 1,569 3,624 6.5 3,569 2,964 1,963 757 5.2
埼　玉 1,560 3,033 2,183 767 2,076 7.7 2,455 2,246 1,713 655 6.2
千　葉 317 320 597 1,049 2,144 8.6 2,290 2,341 1,496 569 6.5
東　京 4,619 10,513 7,862 1,814 8,624 4.2 8,151 6,586 4,667 1,853 4.1
神奈川 791 2,891 4,336 446 284 10.9 343 249 146 113 7.5
新　潟 552 2,938 947 6,231 14,718 14.0 14,351 14,219 8,561 3,751 13.7
富　山 594 1,664 2,959 2,578 3,508 20.0 4,270 3,258 2,460 1,686 17.6
石　川 105 295 299 949 1,950 6.7 2,126 2,127 1,677 1,038 10.4
福　井 529 838 2,553 2,227 6,007 31.0 6,724 5,725 4,725 3,393 22.0
山　梨 405 945 1,418 1,642 2,843 12.4 2,464 2,022 1,098 442 8.7
長　野 669 1,795 1,356 1,858 2,679 9.1 2,535 2,219 1,036 244 6.4
岐　阜 610 457 580 1,081 1,817 10.2 2,073 1,580 1,321 667 6.1
静　岡 456 503 649 147 307 10.6 325 221 343 176 8.8
愛　知 3,968 3,511 3,085 2,860 8,473 7.3 8,688 7,909 4,763 1,728 6.2
三　重 531 435 542 1,435 1,640 19.8 1,742 1,770 1,071 347 10.2
滋　賀 405 108 533 957 1,056 16.0 1,000 707 430 201 7.2
京　都 904 2,063 4,003 4,166 4,195 22.9 3,421 2,688 1,782 802 12.3
大　阪 5,391 10,284 8,056 3,918 16,474 7.0 17,414 15,717 10,049 2,692 4.8
兵　庫 3,327 3,563 6,305 4,328 5,284 23.4 5,295 4,503 2,904 1,048 11.9
奈　良 1,555 2,874 4,386 3,487 3,268 7.5 3,995 3,750 2,655 1,051 7.5
和歌山 2,369 3,083 3,426 2,165 5,620 12.5 6,153 5,842 3,737 1,586 9.4
鳥　取 - - 1,426 2,623 2,664 32.9 2,536 2,126 1,360 594 15.2
島　根 - - 175 1,921 7,389 30.7 2,260 3,533 2,277 789 12.7
岡　山 322 156 1,576 2,136 3,876 33.4 3,973 3,382 2,510 1,714 17.9
広　島 220 161 72 78 301 25.0 525 901 668 281 6.7
山　口 77 31 400 980 1,278 75.2 1,814 1,886 562 118 6.2
徳　島 247 443 475 2,144 1,824 27.6 3,635 3,120 1,971 597 11.1
香　川 664 107 871 1,156 1,345 8.6 1,576 1,400 738 158 6.3
愛　媛 194 39 167 1,034 1,576 21.3 2,301 2,366 1,437 674 10.5
高　知 69 82 99 846 1,694 47.1 1,935 1,604 1,124 478 16.5
福　岡 237 254 443 712 1,830 50.8 1,307 1,207 739 316 28.7
佐　賀 24 15 267 630 401 50.1 487 503 603 205 12.1
長　崎 13 16 223 2,383 1,560 78.0 1,977 2,060 1,789 444 18.5
熊　本 13 - 1,426 2,672 2,219 61.6 2,330 2,546 1,680 763 21.2
大　分 6 - 346 1,184 650 43.3 958 1,069 685 316 28.7
宮　崎 - - 624 1,819 1,681 58.0 1,688 2,346 1,137 428 28.5
鹿児島 135 60 130 1,192 928 37.1 1,179 1,929 1,292 561 35.1
沖　縄 外 外 外 X X - 217 156 120 169 15.4
合　計 35,589 60,562 82,816 88,737 151,198 11.3 163,022 151,377 99,925 40,917 7.1
標本推計 7,550 15,380 83,980 -
公表合計 43,139 75,942 166,796 88,737 
調査対象
（標本・裾
切り）
標本調査
1/10、経 5・
丸 20・横
10・ミシン
20 台以下
標本調査 1/20、
経 5・丸 20・横
10・ミシン 20
台以下
標本・裾切り調
査／標本 1/20、
経 5・丸横
4-50、工業用ミ
シン 30 台以下
／裾切り、経丸
横 4 台以下
裾切り／生地等
19 人以下、縫
製専業 29 人以
下
全数調査 全数調査 1 － 3 人は推計 1 － 3 人は推計 全数調査
工業統計 55,200 111,911 215,402 183,197 
捕捉率 64.5 54.1 38.4 48.4
注：工業統計で秘匿を含む場合は、斜字で表示。網掛けは、表示年の中での最大値を示している。捕捉率は、繊維統計の都
道府県合計（標本推計を除く）と工業統計の比較である。1970 年の群馬 6,458 人、新潟 947 人は、資料のデータのとお
りである。
資料：『繊維統計（生産動態統計調査）』各年版、『工業統計表・産業編』各年版、『経済センサス』2015 年版、より作成。
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　しかし、この圧倒的ともいえる「１ドルブ
ラウス」の急角度での輸出増は、アメリカ国
内における輸入規制へと繋がったともいわれ
ている。しかし、それは、55年ではなく、ブー
ムといわれる前年の54年の夏にすでにその動
きがみられたことに留意したい13）。いずれに
しても、アメリカ向け繊維製品輸出は、71年
の日本側の自主規制受入（72年１月３日、日
米繊維協定の締結）によって急激に落ち込ん
でいく。その後の84、85年には、再び日米繊
維交渉が開かれるなど、50年代、60年代とは
比べようもないが輸出量の増加という回復傾
向をみせていく。しかし、85年のプラザ合意
以後の円高を持って、日本の衣料品輸出は、
完全とはいえないものの、ほぼ終焉したので
ある。
　ところで、こうした輸出品を手がける縫製
業等は、56年に設立された日本輸出縫製品工
業組合連合会の下に結集する。そして、粗悪
品を排除することを目的とした工場登録制度
が設けられ、傘下全組合員に全国一連番号を
配分し、製品に登録番号を明示するなどして
生産者の責任体制を整えていくことになる。
さらに、59年１月には、登録したミシン以外
で輸出向け縫製品を生産できないという登録
制度も開始する。このときの総登録台数は、
32,452台を数えていた。
　また、62年時点の各地区の組合員数は、総
数で625、地区別では群馬16、東京36、神奈
川7114）、東海33、富山４、石川41、福井11、
京滋33、奈良23、大阪107、兵庫29、和歌山８、
岡山67、広島35、香川30、愛媛50、徳島31を
数えていた。また規模別では、10人以下59、
11－50人316、51－100人139、101－300人99、
300人以上12という構成であった15）。
　こうした輸出向けの生産体制は、極めて短
２．戦後の輸出ブームと国内市場拡大の
中での全国的な広がり
　戦後の衣料品生産の拡大の契機は、大きく
二つに分けて考えることができる。一つは、
1955年を起点とする「１ドルブラウス11）」と
いう括り方がされる輸出ブームの到来による
縫製業の発展があげられる。もう一つは、60
年代以降の既製服化、ファッション化の進展
を背景とするアパレル産業の形成と発展であ
り、さらにその中での縫製業の拡大発展とい
う点があげられる。この二つは、前者が限ら
れた地域とはいえども縫製業の全国的広がり
の一つの契機であり、後者はそれを一段と拡
大していった最大の原動力という関係にある。
（１）１ドルブラウスの輸出ブームに関わる
縫製業
　1947年、交易営団保有の綿布のうち、87万
ヤードを原材料とする輸出計画生産が実施さ
れ、12,344ダースのワイシャツをはじめ、衣
料品がすべてオランダ領東インドへ輸出され
た。続いて、アメリカからの輸入原反により
第２回輸出生産計画では、81工場（縫製工場）
に委託加工し、第３回では325工場、第６回
では462工場へ委託生産が拡大されていった
という。また、47年に制限つきで再開された
民間貿易も徐々に拡大し、輸出手続きも簡素
化されていく12）。
　こうした時代を経た53年、アメリカ市場へ
の綿ブラウス5,318ダースの輸出に成功し、
翌54年には17万ダースを輸出する。そして、
55年に「１ドルブラウスブーム」が到来する。
アメリカを含めての綿ブラウスの全輸出は、
54年の27万ダースから、55年には456万ダー
スもの輸出検査実績を残したのである。
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場は、大きく変貌していくことになる。戦前、
戦後復興期の国内衣料品市場の大半は、女性
服市場が皆無というわけではないが、戦前の
軍服、学生服などの制服と下着類の多くが男
性用であり、戦後も作業服・学生服などの男
性用ユニフォームの時代であったといえる。
女性用の洋服の多くは、和装の仕立てが家庭
で行われていたと同様に家庭で作られていた。
　図－３は、織物製衣服業の主要製品別に分
類された業種別従業者数の推移である。まず、
織物製衣服を主とする縫製業（アパレル企業
の縫製事業所も含む）全体の従業者数の推移
についてみてみよう。図を眺めると、55年以
降から76年前後まで、急角度で従業者数が拡
大していることが注目される。繰り返しにな
るが、生産数量に占める輸出量の割合は、先
の図－２にみられるように、70年代以降は１
割を大きく割り込んでいた。にもかかわらず、
70年代も国内衣服製造業の従業者数が増加し
続けていたのは、内需拡大が、輸出減を大き
く上回る勢いがあったことを示している。
　続く70年代中頃から90年代初め頃までにつ
いては、緩やかな上昇に転じている。この時
期も、市場拡大に伴う生産力拡大が求められ
ていたが、同時期、拡大発展する自動車、電
期的に、総合商社の輸出事業、紡績・化合繊
メーカーの綿生地供給の下に、縫製業、製造
問屋が賃加工での元請けとなり、自社の工場
や下請縫製業で縫製加工していくという構図
の中で築かれていく16）。とはいえ、時代変化
はさらに急激であり、60年当時、全国の40
～ 50％を扱っていたと推計されている大阪
の元請けの下にあった大阪の下請縫製業は、
輸出縫製品の縫製現場が地方に移る中で、拡
大しつつあった内需に機敏に転換していった
ようである17）。
　ところで、こうした輸出縫製品が国内生産
に占める割合は、図－２に示すように50年代
が10－30％、60年代が10％前後を占めていた
が、その後は次項で検討する国内市場の飛躍
的拡大により大きく低下していく。とはいえ、
輸出縫製品の生産体制の整備は、限定的では
あるものの地方圏を含めた縫製工場の地域的
広がりという、その後の日本国内における縫
製業の全国的広がりの一つの契機になったこ
とは間違いない。
（２）既製服化とファッション化の進展の下
での縫製業の全国的拡大
　さて、60年前後を境に、わが国の衣料品市
図－２　国内生産（推計）に占める輸出品の割合 図－３　織物製衣服製造業の従業者数の推移
織物製
衣服
ニット製
衣服
注：国内生産量は、後の図－４、５の推計に基づく。
資料：生産量は『工業統計表』『繊維統計』の各年版、輸
出量は、『貿易統計』各年版、より作成。
単位：千人
資料：『工業統計表・産業編』各年版、より作成
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業者数レベルの捕捉率は、工業統計と比較す
ると、42.1％、38.6％に低下している。
　もう一つは、全数調査である80年の工業統
計で確認できる都道府県別の１事業所あたり
の平均従業者数の違いが、それぞれの従業者
数の捕捉の違いに影響していることがあげら
れる。たとえば、最も平均従業者数の小さい
東京の6.5人と、平均が30人を超える東北地
方の繊維統計における捕捉率は、自ずと異
なっているであろう。
　これらを踏まえての「織物製縫製品」にお
ける都道府県別の従業者数の推移については、
次のように集約することができよう。
　一つは、60年代、70年代を通じて、全都道
府県において、大雑把であるが従業者数が拡
大傾向にあったことがあげられる。もちろん、
東京では、60年の21,217人（繊維統計）に対し、
80年の工業統計では23,872人に達するなど、
拡大しているようにみえるが60年の捕捉率と
東京の小規模性を考慮すると、60年代、70年
代を通じて、すでに緩やかな縮小傾向にあっ
たともいえる。この点、大都市大阪について
は、60年12,568人（繊維統計）に対して、80
年24,475人（工業統計）であり、捕捉率と小
規模性を考慮すると、拡大傾向が続いていた
との見方もできるが、70年12,724人（繊維統
計）と80年7,376人（繊維統計）をみると、
70年代には縮小傾向に入っていたとの推測も
できるのである。
　二つは、緩やかな拡大傾向をみせていた70
年代後半から90年代初めまでの推移を、工業
統計80年、85年、93年で眺めると、縫製業の
集積に著しい岡山、岐阜、東京では80年が最
も多く従業者数を数えているのに対し、北海
道、東北、九州、そして新潟・富山・石川、
山口などでは、93年を最大にしているという
機などの機械産業の地方展開が繰り広げられ
ていたこともあり、賃金水準の劣る縫製業の
人手確保は深刻さを増していたようである。
とりわけ、低価格需要に多く依存していた縫
製業においては、そうした危機感を早くから
持っていたようである。その一つの結果が、
低価格品を数多く扱う岐阜アパレル及び量販
店との関係が深かった岐阜縫製業の80年代中
盤以降の中国進出にみられるといってよいだ
ろう18）。
　一方、衣服製造業の従業者数は、90年代は
じめまで緩やかに拡大するが、主要製品に基
づく業種レベルでは微妙な違いをみせている。
それは、70年代中頃から拡大していたのは、
「成人女子・少女服」という女性用ファッショ
ン分野のみであり、他の製品分野を主とする
縫製業は、緩やかな縮小基調にあったという
違いである。
（３）拡大期における都道府県別の従業者数
変化の特徴と背景
　ここでは、先に提示した表－１と表－２に
したがって、都道府県別の従業者数の変化の
特徴をみていくことにする。この場合、60年
代、70年代の従業者数については、繊維統計
の60年、70年、80年の数値を、工業統計の80
年と繊維統計の80年を見比べ理解せざるを得
ないことを断っておきたい。
　その理由の一つは、「織物製縫製品」の場合、
繊維統計の60年が10台以下を調査対象外とす
る「裾切り調査」であり、工業統計の従業者
数との比較による捕捉率が54％にとどまって
いること、また70年、80年の調査対象は設備
ではなく、大半を占める従業者数29人以下が
調査対象外というように、異なっているから
にほかならない。ちなみに、70年、80年の従
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府県別にみると93年が多い地域も少なくない。
特に、福島を除く東北、九州の各県が93年を
多くしているのは、80年代を通じて地方展開
が進展していたことを示している。たとえば、
東京と岐阜の縫製業が東北へ、大阪の縫製業
が九州へと分工場を活発に展開していったこ
とも一つの背景に数えあげられる。
　この点、「婦人・子供服製造業」については、
80年よりも93年が従業者数を多くしている。
これは、ファッション化と高価格化を背景に
女性服の国内生産が活発であったことを示し
ている。93年に従業者数が１万人を超えてい
たのは、岐阜、福島、大阪、新潟の４府県で
あるが、このほか地域的には東北、九州、中
国地方、新潟･石川・福井などにおいても従
業者数を増やし続けていたことが認められる。
　事務服・作業服・スポーツ用衣服は、80年
が93年を上回っている。80年の都道府県別を
眺めると、岡山11,547人を最大に、広島8,508
人、秋田3,129人、埼玉2,593人、愛媛2,375人、
香川1,593人と続いている。93年の従業者数
が多いのは、東北、九州、新潟を含む北陸（福
井を除く）などである。
　学校服については、岡山での生産が圧倒的
であることが指摘できる。これは、三大学生
服メーカー 21）が、すべて岡山に所在してい
るだけでなく、多くの学生服メーカーが立地
していることを反映している。
　シャツ製造業については、80年を最大とし
ている。福島3,016人、大阪2,475人、東京1,613
人、兵庫1,554人、長野1,532人、徳島1,293人、
香 川1,162人、 千 葉1,078人、 島 根1,065人 が
1,000人を超えている都府県である。93年で
は、東北、九州への広がりもみられるものの、
全体的には縮小期に入っている。
　下着についても、93年に比べ80年が従業者
ような立地動向の地域的な違いがあげられる。
少なくとも、後者の道県において、国内縫製
業の人手確保難を、かなりカバーしていたこ
とになる。
　三つは、輸出縫製業の拠点であり、かつ大
阪の縫製業などの影響下にあった四国三県、
山陰二県、近畿圏などは、バブル経済に向け
ての生産拡大からは遠のいていったことがあ
げられる。もちろん、これら地域の縫製業の
多くが、輸出型から内需型へ転換していくが、
衣料品生産、とりわけファッションアパレル
産業の中心が、大阪から東京へ移って行く過
程の中で取り残されたところが少なくなかっ
たという見方もできよう19）。
　次に、「ニット（メリヤス）生地、ニット衣
服」の立地特性についてである。戦前のメリ
ヤス業（生地と縫製）の流れを引き継ぐ大阪、
東京、愛知、兵庫、和歌山などに加え、戦後
に織物からニットへと転じていったところが
少なくない新潟、山形、福島などのセーター
類の産地として発展する横編ニット業の集積
地、そして丸編ニット生地をカットし縫製す
るタイプの縫製業の立地が複雑に絡むなど、
多様な立地特性をみることができる。
（４）織物製衣服製造業の業種別・都道府県
別の立地特性
　次に、織物製衣服製造業の業種別・都道府
県別の立地特性を、海外生産の進展していな
い80年と、従業者数のピーク時（91年）から
それほど大きな立地特性が変化していない93
年20）を取り上げ、両者を比較しながらみてい
くことにする。
　まず、「成人男子・少年服製造業」の立地特
性についてである。80年と93年を比較すると、
全国合計では80年の従業者数が多いが、都道
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（５）ニット生地・衣服製造業の業種別・都
道府県別の立地特性
　次に、ニット生地・衣服における立地特性
をみていくことにする。ところで、ここでは
先の織物製衣服製造業で比較した80年、93年
ではなく、「85年」と「95年」のデータをもっ
て立地特性をみていくことにする。こうした
異なる年の分析となるのは、ニット関係の細
分類ベースの業種分類が、80年では生地と衣
服が分離していないこと、また93年ではニッ
ト製衣服製造業の細分類が85年のように
数を多く数えている。和歌山2,320人を筆頭
に、徳島1,558人、愛媛1,546人、大阪1,444人、
兵庫1,289人、島根1,183人、岡山1,043人とい
うように、圧倒的に西日本中心の立地傾向に
あることが認められる。これは、大阪、神戸、
京都などの多くの下着メーカーが立地し、そ
れらの自社縫製工場、下請工場などが西日本
に展開されていることを反映しているのかも
知れない。
表－３　織物製各種衣服製造業の都道府県別従業者数の推移
男子服→成人男子・少年
服 婦人・子供服製造業
事務用・作業用・衛生用・
スポーツ用衣服 学校服製造業
中衣製造業→シャツ製造
業 下着→下着 ･ 寝着
1980 1993 2015 1980 1993 2015 1980 1993 2015 1980 1993 2000 1980 1993 2015 1980 1993 2015
北海道 1,867 2,614 567 1,098 3,998 418 744 998 533 130 179 139 352 85 61 - x 25 
青　森 800 3,313 1,378 1,062 8,102 1,786 81 710 450 - - - 316 601 - 201 163 28 
岩　手 953 1,844 865 2,957 6,588 1,611 940 1,317 429 - 25 20 197 619 70 639 624 122 
宮　城 1,828 2,464 451 3,299 5,621 789 881 1,022 467 48 117 111 140 238 40 200 108 -
秋　田 2,504 4,160 1,358 4,275 9,981 2,159 3,129 4,621 1,776 - - - 906 832 143 664 715 14 
山　形 2,220 2,290 483 3,832 7,303 3,197 351 1,923 237 39 47 49 331 474 58 x 250 11 
福　島 3,106 2,927 556 9,936 13,849 2,298 843 1,185 368 116 115 66 3,016 2,842 1,110 303 416 39 
茨　城 3,793 2,409 305 7,154 6,709 728 410 384 137 215 108 159 322 206 11 154 171 5 
栃　木 2,314 1,662 277 8,412 6,535 791 712 437 114 142 128 75 364 244 73 543 422 62 
群　馬 2,242 1,546 376 4,826 4,073 544 856 551 71 40 59 x 214 133 15 99 129 15 
埼　玉 4,804 3,330 732 8,341 7,983 1,448 2,593 2,083 746 828 686 420 377 279 38 281 37 14 
千　葉 1,366 923 173 4,569 4,472 708 181 282 179 40 31 39 1,078 777 200 122 93 34 
東　京 4,488 2,290 360 16,044 8,842 1,898 1,159 669 288 263 168 98 1,613 1,038 228 207 192 41 
神奈川 393 516 70 2,164 1,598 236 206 283 334 261 82 173 65 x 5 565 108 8 
新　潟 4,433 4,135 503 7,902 10,265 1,575 1,050 1,437 280 53 90 89 176 234 201 578 218 40 
富　山 353 264 2 1,665 1,271 231 1,150 1,995 173 11 x - 25 159 - 143 246 10 
石　川 1,641 1,062 161 2,984 3,749 263 809 1,455 326 70 x - 806 651 31 125 142 200 
福　井 454 472 174 2,024 2,209 395 542 439 141 29 22 20 632 192 - 630 425 16 
山　梨 346 227 28 2,128 1,402 281 69 27 71 26 80 31 40 x 4 x 20 2 
長　野 870 569 201 1,966 1,559 134 727 246 143 35 20 x 1,532 1,813 237 30 x 5 
岐　阜 7,184 5,398 629 16,674 18,343 3,293 1,128 433 158 102 73 63 667 280 42 195 237 21 
静　岡 577 147 13 981 1,071 165 857 593 251 149 166 88 397 385 9 352 156 34 
愛　知 3,626 2,408 231 8,649 9,000 1,040 1,699 1,358 717 206 309 367 567 354 35 956 382 63 
三　重 1,190 897 58 2,710 2,429 282 297 310 140 169 120 100 318 135 10 761 334 86 
滋　賀 360 250 175 1,027 1,317 48 90 102 78 11 x x 314 51 11 554 422 81 
京　都 841 724 146 1,889 1,554 323 351 251 46 52 x x 416 302 - 1,264 813 140 
大　阪 8,728 6,667 1,090 10,382 10,771 1,524 1,217 1,200 362 229 428 257 2,475 1,809 220 1,444 1,028 190 
兵　庫 1,095 1,086 186 4,337 3,719 654 1,278 743 279 169 97 87 1,554 808 150 1,289 1,291 237 
奈　良 151 169 15 1,061 910 174 406 164 130 29 x 19 297 77 24 464 805 105 
和歌山 648 236 37 1,918 1,259 187 358 357 69 x 34 x 376 145 2 2,320 1,031 142 
鳥　取 2,812 2,289 820 2,257 3,078 168 591 277 200 - - - 979 950 390 641 538 27 
島　根 1,432 1,912 87 1,941 2,618 246 1,622 2,064 294 x 104 x 1,065 698 - 1,183 1,032 88 
岡　山 4,037 4,098 1,064 6,891 7,016 1,310 11,547 8,217 4,031 5,146 4,098 2,804 958 923 369 1,043 793 63 
広　島 3,131 4,354 812 5,123 6,392 1,818 8,508 6,104 1,269 67 45 x 135 150 63 519 1,018 46 
山　口 607 418 31 1,244 1,884 75 1,510 1,568 531 550 546 392 99 115 1 264 521 105 
徳　島 1,355 824 15 2,871 2,764 270 1,903 1,493 470 419 163 230 1,293 559 - 1,558 1,485 97 
香　川 1,241 1,054 48 3,336 2,325 255 2,593 1,823 190 107 71 56 1,162 599 160 922 857 10 
愛　媛 1,499 1,334 134 6,531 6,249 541 2,375 2,067 316 52 77 - 746 314 10 1,546 1,538 212 
高　知 399 491 - 814 1,453 45 1,397 1,190 160 127 225 159 735 662 124 904 668 38 
福　岡 1,787 2,316 316 3,820 6,091 999 1,630 1,684 276 294 240 69 507 532 75 x 87 27 
佐　賀 1,461 2,026 378 1,975 2,730 820 484 701 426 78 335 224 x 350 27 145 445 44 
長　崎 2,162 3,900 776 1,269 2,250 381 967 1,289 161 220 x 44 934 1,865 411 664 1,519 418 
熊　本 838 1,548 69 2,464 5,001 503 1,588 1,668 282 179 123 186 281 1,039 319 711 644 68 
大　分 452 780 41 821 1,813 190 594 603 147 x x 119 517 1,251 17 478 646 129 
宮　崎 2,207 2,997 867 1,282 3,180 353 422 510 692 210 747 746 311 380 134 160 509 34 
鹿児島 1,094 1,526 91 660 1,483 112 415 155 237 305 457 243 346 1,722 438 806 246 515 
沖　縄 165 66 2 236 235 8 126 89 93 x 121 94 x 65 139 x x -
合　計 91,854 88,932 17,177 189,801 223,044 37,274 63,386 59,077 19,268 11,447 10,817 7,907 30,039 28,030 5,705 26,352 23,683 3,214 
注：2015 年の学校服製造業は、事務用・作業服等に含まれている。このため、学校服の 2015 年は、2000 年を表示。網掛けは、
表示年の中での最大値を示している。
資料：『工業統計表・産業編』80、93 年版、『経済センサス』2015 年版、より作成。
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ケースはほとんどなく、多くが産地内での分
業体制においての関連業として位置づけられ
る。したがって、85年23）当時、横編みニット
生地製造業の立地がみられるのは、それらの
都道府県においてセーター等の生産を手がけ
るニッターの立地が少なくないことを示して
いる。
　この点、85年の横編みニット生地製造業は、
大阪1,653人、福島1,051人、新潟937人、山形
841人、群馬705人、愛知605人、奈良508人と
続いている。これらと、95年のセーター類製
造業の従業者数を眺めると、新潟7,719人、
「ニット製品」一つに集約されているのに対
し、95年では「セーター類」と、丸編みニッ
トを主にする「ニット製アウターシャツ」な
どが分離公表されており、より詳細な業種ご
との立地特性を理解するのに適切であると考
えたからにほかならない。
　まず、横編みニット生地生産とセーター類
の生産についてである。一般に、横編みニッ
ト生地のみを手がける編立業は、生地と製品
（衣服）の両方を手がけるニッター 22）の下請
的な存在であったことが知られている。しか
し、生地市場を形成し取引が行われている
表－４　ニット製各種衣服製造業の都道府県別従業者数の推移
1985 1995 2015
丸編ニッ
ト生地
たて編
ニット生
地
横編ニッ
ト生地
ニット製
品（靴下、
手袋、補整
着を除く）
ニット生
地・計    
ニット製
外衣
ニット製
アウター
シャツ
セーター
類
その他の
ニット
製外衣・
シャツ
ニット製
下着
ニット生
地・計    
ニット製
外衣
ニット製
アウター
シャツ
セーター
類
その他
の外衣・
シャツ
ニット製
下着
北海道 0 x 0 70 0 x x 93 x x － 14 75 20 5 -
青　森 0 0 0 838 x 326 816 141 114 x － 17 470 29 53 -
岩　手 138 x 154 2,517 x 166 410 597 303 669 17 10 198 25 67 119 
宮　城 221 0 157 2,144 14 219 591 493 170 189 53 9 317 54 82 -
秋　田 x 0 208 3,405 x 803 2,153 381 443 x 11 365 937 53 269 94 
山　形 217 40 841 7,459 520 732 696 3,856 83 993 67 14 353 619 22 398 
福　島 72 0 1,051 6,488 366 464 1,537 2,109 510 932 35 80 677 355 271 244 
茨　城 131 13 152 1,138 69 212 436 158 95 74 6 8 61 12 57 -
栃　木 276 337 274 3,379 498 382 839 496 217 1,129 167 80 386 98 74 66 
群　馬 107 181 705 2,576 592 203 292 1,213 129 31 171 36 223 213 101 13 
埼　玉 262 25 186 1,982 279 353 335 503 637 239 69 10 180 12 334 50 
千　葉 327 11 161 1,791 227 445 827 348 201 42 91 22 409 17 24 6 
東　京 237 0 270 7,644 385 1,062 1,903 1,784 456 206 226 180 1,048 200 151 48 
神奈川 9 34 22 278 x x x x x x 24 1 73 14 1 -
新　潟 328 55 937 13,031 1,122 1,940 1,111 7,719 299 549 192 246 380 2,601 284 48 
富　山 96 1,502 161 2,511 886 468 x 713 731 176 660 58 190 151 523 104 
石　川 538 218 365 1,005 1,029 206 x 423 289 x 637 20 70 117 184 10 
福　井 397 625 99 5,603 935 231 1,211 86 2,458 776 1,018 270 656 - 965 484 
山　梨 34 0 306 2,124 135 148 48 1,283 x 141 15 50 34 319 6 18 
長　野 284 x 345 1,906 185 180 x 780 76 304 31 - 29 179 5 -
岐　阜 822 184 117 950 713 184 297 208 100 x 275 55 273 29 35 -
静　岡 91 0 10 224 43 x 159 x 214 x 14 20 41 - 101 -
愛　知 1,335 195 605 6,553 1,448 975 2,482 1,318 375 637 558 144 705 94 127 100 
三　重 291 x 61 1,390 63 332 645 128 299 221 23 33 150 18 123 -
滋　賀 193 61 23 723 10 75 321 86 x 110 31 28 81 2 38 21 
京　都 34 x 141 3,246 59 294 219 126 x 1,643 66 13 110 52 27 534 
大　阪 1,136 187 1,653 14,438 1,948 958 3,018 5,162 641 2,739 468 166 753 807 169 329 
兵　庫 412 x 185 4,698 171 300 677 413 297 2,163 79 55 278 104 33 499 
奈　良 461 62 508 2,964 817 327 682 550 392 909 285 25 218 146 170 207 
和歌山 3,195 140 380 2,438 2,759 463 1,004 281 547 203 1,059 26 413 10 34 44 
鳥　取 166 0 38 2,332 x 258 927 x 358 259 - 64 349 40 111 30 
島　根 x x 45 2,215 x 126 1,171 87 1,092 490 31 70 304 1 349 34 
岡　山 x 58 104 3,811 x 181 424 204 878 1,188 7 95 132 34 1,220 226 
広　島 0 x 0 525 x 110 74 16 329 153 38 105 33 - 94 11 
山　口 0 0 x 1,814 x 154 447 x 427 192 - 34 46 18 12 8 
徳　島 x 74 19 3,542 x 404 913 172 210 983 13 19 368 34 76 87 
香　川 x 6 117 1,453 27 107 223 541 126 504 14 - 83 42 8 11 
愛　媛 0 0 15 2,286 x 327 879 251 318 423 40 15 293 29 150 147 
高　知 0 x 63 1,872 0 199 851 91 344 287 32 26 162 3 255 -
福　岡 x x 246 1,061 0 x 171 68 251 481 6 114 32 - 127 37 
佐　賀 0 0 x 487 0 70 296 x 114 133 15 - 59 2 79 50 
長　崎 x x 0 1,977 x 189 335 137 1,347 286 3 5 128 - 56 252 
熊　本 x 0 0 2,330 x 176 556 112 346 1,225 - 19 166 - 149 429 
大　分 0 0 0 958 0 x 423 x x 576 - 78 47 - 77 114 
宮　崎 x 0 32 1,656 21 334 775 158 x 454 3 14 161 - 194 56 
鹿児島 x x 0 1,179 0 240 127 106 604 639 7 2 3 - 359 190
沖　縄 0 0 0 217 0 x x 0 x x - - 106 - 63 -
合　計 12,651 4,376 10,767 135,228 16,100 15,664 32,000 33,531 15,802 24,725 6,557 2,715 12,260 6,553 7,714 5,118 
資料：『工業統計表・産業編』85、95 年版、『経済センサス』2015 年版、より作成。
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といえよう。
　二つは、１ドルブラウスに代表される衣料
品輸出が、総合商社、紡績業（後には合繊メー
カーも加わる）の下での製品生産が、地域的
広がりをみせていったことがあげられる。こ
の地域的広がりは、次にあげる全国的な広が
りからすると、地域的には限定的であったが、
多くの女性労働力を求めての地域展開という
流れの端緒であったといえよう。
　三つは、全国的な縫製業の広がりに最も影
響したと考えられる戦後の既製服化、ファッ
ション化の下での国内衣料品需要の飛躍的な
拡大による全国的な縫製業の広がりをあげる
ことができよう。ただし、この地域的な広が
りは、他産業の全国化とも重なるが、大都市
から地方への広がりが時間差の下で進められ
てきたことが指摘できる。それは、縫製業の
存立が、戦前戦後では、加工技術の地域的連
続性が強かったのに対し、70年代、80年代、
そして90年代に至ると、人手確保が最大の課
題となり、地方圏への技術移転は二次的な条
件にすぎなくなっていったように思える。そ
れを裏付けるかのように、東北、九州各県に
おける衣服製造業の従業者数は、90年代初め
をピークとしているのである。言い換えると、
戦前戦後の縫製加工技術を基礎とする地域的
広がりの時代から、地域的連続性を超えた広
域化、地方化が、人手確保の下で展開されて
いったといえよう。
　最後に、国内市場における国内縫製業の役
割を、これまでの従業者数に着目した定量的
把握に加えて、生産数量面から補完しておく
ことにしたい。捕捉率の低いデータを持って、
これまでのアパレル産業の国内外生産の歩み
を理解することがあってはならないという思
いと、現在と今後における国内生産の役割を
大阪5,162人、山形3,856人、福島2,109人、東
京1,784人というように産地性を感じさせる
関係にあることが認められる。
　ニット製外衣では、95年段階で、新潟1,940
人、 東 京1,062人、 愛 知975人、 大 阪958人、
秋田803人、山形732人と続き、ニット製アウ
ターシャツでは、大阪3,013人、愛知2,482人、
秋田2,153人、東京1,903人、福島1,537人、福
井1,211人、島根1,171人、新潟1,111人を数え
るなど、丸編み、経編み生地産地とは異なる
カットソー 24）を手がけるニット縫製品製造
業の地域があげられる。
　このように、織物製では生地産地との距離
的な関係がほとんどみられないが、ニット製
については、横編み（セーターなど）が生地
生産と製品生産が一体化しているのに対し、
丸編みと経編み（カットソー）は生地産地と
の地域性が希薄であるという違いがみられる。
こうした立地特性は、生地生産と製品生産の
技術体系とそれぞれの歴史的な違いを背景に
しているといえよう。
３．国内縫製業の拡大発展期の立地特性
と国内生産品比率の推計
　ここまで、バブル経済崩壊前後までの国内
縫製業の拡大発展を従業者数に焦点を当てな
がら都道府県レベルで概観してきたが、それ
らは、次のように集約することができよう。
　一つは、明治以来の軍服等の制服生産にお
ける縫製加工技術が、戦後の衣料品生産、と
りわけ作業服、学校服などのユニフォーム分
野と、紳士服（スーツ）などの既製服分野の
発展の起点となるなど、生産拠点の形成に繋
がってきたことがあげられる。これは、国内
の縫製業の立地面からすると、製品分野にお
ける地域性、産地性をもたらした背景の一つ
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を簡単に整理しておくことにしよう。
　まず、国内衣服製造業の従業者数のピーク
時である90年代初めの状況を、「90年時点」の
「推計・国内生産品比率（逆数では、輸入品
比率）」で確認してみよう。参考にあげてい
る日本繊維輸入組合の「輸入浸透率」は、90
年時点で48.5％という高い比率を示していた。
とはいえ、このバブル期の国内生産は、人手
不足に直面しながらも、国内全体を眺めると、
地方圏、とりわけ東北、九州で十分ではなく
とも従業者数を増やし続けていたことは、先
にみてきたとおりである。また80年代後半か
らの中国展開も品質などの様々な問題に直面
過小評価してはならないという思いを強く
持っているからにほかならない。
　図－４は、『工業統計調査』の衣服製造業の
従業者数に対する『繊維統計』の衣服等の調
査対象となっている従業者数を対比したもの
である。これに基づく捕捉率と繊維統計の生
産量で、国内生産量を算出し、それを用いて
推計した結果が図－５の「推計・国内生産品
比率」であり、「推計・輸入品比率（参考の輸
入浸透率）」である25）。
　さて、その図－５の「推計・国内生産品比
率（輸入品比率）」を眺めながら、ここまで
みてきた縫製業の国内生産の役割、位置づけ
図－４　繊維統計の衣服生産の捕捉率の推移
図－５　品種別「推計・国内生産品比率」と「推計・輸入品比率」の推移
注：上記は、『工業統計』の衣服製造業（ニット生地を含む）の従業者数に対する『繊維統計（生産動態統計調査）』の従業者
数を対比させ、捕捉率としている。98年以降は、縫製品とニットが区分されず、「ニット・衣服縫製品」として公表され
ている。なお、『繊維統計』の調査対象は、ニットについては、1951年以前は全事業所、52年以降は経５台以下、丸20台
以下、横10台以下、縫製品ミシン20台以下は、１/10の標本調査。56年以降、台数は同じで１/20 の標本調査。62年以降、
経て５台以下、丸30台以下、横30台以下、ミシン30台以下は１/20の標本調査。66年以降、経５台以下、丸・横４-20台、
ミシン30台以下は１/20の標本調査、丸・横３台以下は裾切り調査。72年以降、経・丸・横従業者20人以下、縫製専業者
は29人以下が裾切り調査。織物製衣服（縫製品）は、1952年以降ミシン10台以下１/10 標本調査。56年以降10台以下は裾
切り調査。69年以降従業者29人以下裾切り調査。
資料：『工業統計表・産業編』各年版、『経済センサス』2011、15年版、『繊維統計』各年版、より作成。
注：図－４で求めた捕捉率に基づき、国内生産数量を試算し、貿易統計との比較で推計している。参考の「輸入浸透率」は、
90年以降しか試算公表されていないため、89年以前は著者が同様のデータで試算したものを表示している。
資料：資料：『工業統計表・産業編』各年版、『経済センサス』2011、15年版、『繊維統計』各年版、『貿易統計』各年版、より作成。
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どの分析に踏み込み、次代の縫製業、アパレ
ル産業の発展課題を明らかにすることが今後
の研究課題の一つであるといえる。
注
１）日本繊維輸入組合が試算する輸入浸透率は、輸
入数量／（国内生産数量＋輸入数量－輸出数量）、
によって求められている。なお、国内生産数量は、
後で詳細に説明するが『繊維統計（生産動態統計
調査）』を採用している。
２）著者の繊維・アパレル産業の訪問は、2015年８
月から2019年９月現在、273企業・団体を数える。
そのうち、縫製業は25企業、ニットメーカー、学
校服メーカー、アパレル企業などで縫製工場を備
えているのが22企業である。
３）本稿では、1980年代以降、都道府県別の従業者
数の推移を『工業統計』の細分類データを使用し
ているが、それ以前については、都道府県別の細
分類データは、各都道府県発行の工業統計表を入
手し、集計することになる。たとえ、すべてを入
手できたとしても、細分類別にデータが公表され
ているかどうかは、各都道府県によって異なって
いるなど、統一的な推移表を作成できるかは確認
できていない。
４）埼玉、岡山については、奥山雅之「衣服製造産
地の構造変化に関する一考察－北埼玉・岐阜・倉
敷における『分離』とその様態」『政經論叢』第
87巻第３･ ４号、2019年、に詳しい。
５）他の例としては、大阪谷町、東京（神田岩本町
に移動）への紳士服メーカーの集積も、被服廠の
技術的繋がりの下で成立してきたといえる。
６）本稿では、メリヤスとニットの両方を使ってい
るが、その違いは単なる時代ごとの呼び名の違い
でしかない。あえて、統一しないのは、時代の変
化を理解するためでもある。
７）日本輸出縫製品工業組合連合会／日本輸出縫製
品工業組合『輸縫連二十年史』1976年、36頁。
８）輸縫連、前掲書、39頁。
９）安泰ニット株式会社『安泰激動百年史』1998年、
しながら生産拡大に踏み出していくが、90年
代に入りようやく国内市場への本格的投入が
可能になりつつあったというレベルであり、
90年代を通じての量的達成とはかなり距離が
あったことはいうまでもない。そうした時代
状況を踏まえたとき、「推計・輸入品比率」が
23.8％というのは、より実態に近い水準であ
るといえるのではないだろうか。
　この後、日本アパレル産業の海外生産は、
商社等の海外製品生産事業を中心に、一段と
加速していくことになる。いうまでもなく、
国内生産は急激なる縮小基調へと突入する。
その要因として、一般的にはプラザ合意以後
の円高を背景とした国内生産のコスト競争力
の低下、バブル経済崩壊以降の国内市場の低
迷などが指摘できるが、アパレル産業におけ
る製品生産の構造的問題が解決することなく
先送りされ続けてきたことに求められるので
はないだろうか。国内市場の拡大と共に国内
生産は拡大し続けてきたが、製品生産の主役
が企画・デザインを手がけるアパレル企業な
のか、縫製加工の縫製業なのかという点、い
や両者の取引関係の問題、さらにいうと他の
産業とは人材確保で優位に立てない賃金問題
というように、山積する問題が、解決されな
いまま、時代は海外生産に活路を見出す方向
に転じていったのである。
　こうした問題とか、70年代26）、80年代の海
外生産と国内生産の関係についても、本稿で
は踏み込み議論してはいないが、今後の国内
生産の役割とか課題とかを明らかにする上で
は、本稿でのバブル経済までの国内生産拡大
がどのような地域展開によって進められてき
たことを整理したことは一定の意味を持つと
考えている。この分析を基礎に、国内生産の
縮小期における諸問題、海外化と競争関係な
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20）91年の工業統計は、全数調査年でないことから、
細分類・都道府県別従業者数は、「1-3人」が含ま
れていない。このため、「1-3人」を含む全数調査
年の93年を、ここでは分析対象としている。
21）明石被服興業株式会社、公学生服株式会社、株
式会社トンボ、などである。
22）横編みニットの場合、二次製品としての衣服を
生産する場合、いわゆるミシンによる縫製加工が
皆無というわけではないが、生地をつなぎ合わせ
るリンキングが主要な製品づくりの加工機能とい
うことになり、製品づくりを縫製業と呼ぶことに
違和感があるという理由から、本稿ではニッター、
ニットメーカー、ニット業という名を意識しなが
らニッターと統一しておくことにする。
23）ここまで、80年のデータによって比較していた
が、ここで85年を採用したのは、80年では生地と
二次製品生産が分離されていないためである。
24）カットソーとは、ニット生地を裁断（カット）、
縫製（ソーイング）する衣料品のことである。
25）私は、捕捉率の高い『工業統計』等で、国内の
衣料品の生産数量、あるいは出荷数量を導き出す
ことを何度も検討し、試算を繰り返した。しかし、
『工業統計』では、①作業服、下着等の出荷数量
が公表されていないこと。②「製造品出荷」と「賃
加工品」の扱いが、他の産業とは異なる生産構造
にあるため、単純に「賃加工品」を除き、「製造品
出荷」のみで出荷数量とすることができないこと。
たとえば、婦人服では、「製造品出荷額」よりも、「加
工賃収入額｣ が倍ほどになるなど、「賃加工品」が
製造業と製造業の取引ではなく、卸（アパレル企
業）との取引が多く、出荷数量を導き出すことが
難しくなっている。
26）韓国では、62年保税加工による衣類輸出が開始、
65年の日韓条約締結までは、すべて在日韓国人へ
の委託（伊藤忠、丸紅、東棉などの日本商社への
名義貸し）板木雅彦「韓国繊維産業の発展と国際
的連関」『経済論叢（京都大学経済学会）』第133
巻第４･ ５合、1984年４月、367頁、以後は、商
社による日本生地の持ち込みで賃加工、多くは米
国へ輸出、前掲書、372頁。
８－12頁。吉田元工業株式会社『吉田元70年史』
1993年、23－24頁。
10）吉田元、前掲書、36頁。
11）この「１ドルブラウス」という表現は、綿ブラ
ウスだけを指すものではなく、スポーツシャツほ
か、様々なシャツ類を含めていたと理解する方が
適切である。１ドルブラウスについては、藤田敬
三「輸出縫製品製造業の現状と転換問題」『中小
企業金融公庫調査時報』第14巻第５号、1973年３
月、富澤修身『都市型中小アパレル企業の過去・
現在・未来－南都大阪の問屋ともの作り』創風社、
2018年、が有益である。
12）輸出計画生産に関しての記述は、輸縫連、前掲
書、82－86頁、に基づいている。
13）輸縫連、前掲書、115頁。
14）神奈川については、輸出縫製品に含まれる、い
わゆる「横浜スカーフ」を手掛けるメーカーの存
在が大きい。
15）これらの地区名は、都道府県単位ではなく、個々
の組合組織名と理解する方が適切のようである。
輸縫連、前掲書、214頁。
16）藤田、前掲書、56頁。
17）藤田、前掲書、57頁。
18）岐阜のサンテイの中国進出は、藤井光男「日本
アパレル・縫製産業の新展開」島田克美・藤井光
男・小林英夫編著『現代アジアの産業発展と国際
分業』ミネルヴァ書房、1997年、91－128頁、康
上賢淑『東アジアの繊維・アパレル産業研究』日
本僑報社、2016年、が詳しい。サンテイのリード
の下に、30－40企業、120－130工場が相次いで進
出、設立されたようである（岐阜婦人子供服工業
組合、17年７月14日訪問）。なお、著者も17年７
月13日に訪問しているが、分析については稿を改
めたい。
19）たとえば、輸出縫製品を手がけていた香川の株
式会社ワイケーエスは、大阪の元請けからの仕事
を手がけ、その後の内需転換期にも大阪のアパレ
ル企業との取引が大半であったが、現在では東京
のアパレル企業との取引に重心を移している。そ
れが、今なお、存続できている理由の一つといえ
よう。
